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HIBIYA89thMAYDAY 
働く者の団結で生活と権利、 

平和と民主主義を守ろう 
☆9 条改憲反対！戦争法廃止 安倍政権の退陣を！ 

☆なくせ貧困・格差 8 時間働けば暮らせる社会を！ 

☆福島を忘れない！原発の再稼働糾弾！辺野古新基地建設阻止！  
 

 五月晴れの風薫る東京・日比谷野外音楽堂に

7000人が集まり第89回日比谷メーデーが開催さ

れました。練馬地域ユニオンからは 5 名の参加

者がありました。 

議長団に佐藤さん（国労東京地本）、黒木さ

ん（全国一般東京南部）を選出し式典が開始さ

れました。 

主催者挨拶で鎌田博一国労東京地本委員長は

「働かせ方改革」法案が審議入りしたことに触

れ、「８時間労働制を崩壊させる労働法制の全

面改悪だ」と批判しました。「憲法９条改憲阻

止の闘いは正念場。安倍政権打倒に向けた国民

運動が求められている。立憲主義と民主主義の

大原則を堅持し、野党と連携を築いて共に闘

う」と述べました。 

 同日に代々木公園で開かれた中央メーデー実

行委員会から全労連の橋口紀塩事務局長代行が

連帯あいさつ。「（全労協などとの）雇用共同ア

クションを通じて労働法制改悪反対の運動を進

めてきた。要求の一致点を拡大し、労働運動の

共同行動を一層進めるために努力する」と連帯

の挨拶がありました。 

 来賓挨拶では社民党福島瑞穂副党首は、「過

労死を招き労働者の命を奪う、労働法案を廃案

に追い込もう。虚偽答弁の政治、大企業優先の

安倍政権を退陣させよう。自衛隊明記の改憲を

阻止するために団結して頑張ろう」と挨拶され

ました。 

労働者の決意表明として、郵政産業労働者ユ

ニオンから 20 条裁判の闘い、外国人労働者から

は日本の法律を知らないことで差別することは

許せない、争議組合からは JAL 不当解雇撤回の

闘いの訴えがありました。 

反戦平和の「５・３憲法集会実行委員会」か

らは「平和憲法を途切れさせてはいけない、な

んであの時もっともっと頑張らなかったのだろ

うと後悔しないように力の限り頑張ろう」と

５・３集会参加への訴えがありました。今年の

アトラクションは沖縄連帯で Milk 弥勒の演奏が

ありました。 

アピール採択後は金澤全労協議長の団結ガンバ

ロウで式典は終了し土橋コース、鍛冶橋コース

と二手に分かれてデモ行進が行われました。 
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竹村 弁護士 

2018春闘講座 

安倍政権の「働き方改革」 
労働法制の改悪がもくろむのは ！ 

講師 竹村 和也 弁護士（日本労働弁護団） 
 

弁護士の竹村です。働き方改革の問題が

非常にクローズアップされている時、時宜

にかなった学習会を開いていただいて感謝

しています。 

安倍政権のこの働き方改革については、

基本的に現場がどういう労働実態であるの

か、その労働実態からすると安倍政権が出

している「働き方改革」というのは果たし

て有効なのか、それとも悪影響を及ぼすも

のなのかという視点から見るようにしてい

ます。労働組合としてどういう対抗軸を安

倍政権に対して持っていくことができるの

かという点も、常に考えながらこういう問

題を取り組んでいます。 

 働き方改革実行計画自体が一括法案で、

いろいろな課題がまざっているので、非常

にわかりにくいところがあります。 

 

雇用によらない働き方の促進 

この働き方改革のメインは労働時間の問

題と、同一労働同一賃金の問題ですが、一

つ混ざっているのがあります。それは「雇

用によらない働き方の促進」で、非常に問

題視しています。これは安倍政権の念願で

す。2016 年の段階では厚労省で「働き方の

未来 2035」が発表されています。AI 時代

に人々の働き方がどうなるのかということ

で、厚労省の委託事業で独立行政法人の

JILPT でいろいろな調査をしています。AI

が発達していくと、今の私たちがしている

仕事の 6 割、4 割ぐらいが AI に取って替わ

るという調査をして、そういった状況で、

私たちはどう働くのかという検討がされて

います。 

彼らが想定しているのは、もう労働では

ないのです。会社が、企業が何かプロジェ

クトを立ち上げるときに、そこに人を集め

て、仕事をやらせ、終わったら解散する。

もう労働ではなくて、請負的な委託的な仕

事が中心になっていくと。AI が発達してい

るのだから、会社にも来なくて、家でテレ

ワーク的に仕事をこなしていく働き方にな

っていくのではないかいうことを、特に問

題意識なく言っているわけです。 

今回の「働き方改革」一括法案のなかで

も、雇用対策法というのが実は改正案に出

ているのです。雇用対策法というのは労働

市場政策、ハローワークの問題とかいろい

ろありますが、その基本法となっているも

のです。この法律案の改正のなかで、目的
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規定を「多様な事情に応じた就業」とか、

「労働生産性の向上」というのを入れてい

ます。国の施策のなかにも「多様な就業形

態の普及」というものを入れています。 

 

労働法が適用されない働き手 

この「多様な働き方」というのは何かと

いうことが労政審でも問題になりました。

労政審のなかで公益委員が、「つまり非雇

用型の就業も含まれていますよね」という

ことを言いました。雇用対策基本法のなか

でこういう非雇用型の就業も広げていきま

しょうということがすっと入ってしまって

いる。そして同時並行で開かれていたのが、

厚生労働省の「柔軟な働き方に関する検討

会」です。ここで自営型テレワークという

ガイドラインが改正されています。「注文

主から委託を受けて情報通信機器を活用し

て、自ら選択した場所において、役務の提

供を行う就労」だと。そういう人たちに対

してどういう保護が必要かをガイドライン

として定めています。一見いいように見え

ますが、このガイドラインは、そもそもこ

ういう働き方をしている人たちは「労働者

ではない」ということを前提にしていると

いう大きな問題があります。労働者であれ

ば当然労働立法による保護があるわけです。

最低賃金や労働基準法、労働契約法、労働

安全衛生法という法律で労働者が保護され

ているのです。けれど、簡単にいうとそう

いう労働者じゃないのだということです。

これは個人請負の人ですよね、と。個人請

負だけど、ガイドライン的にちょっと保護

してあげようかというだけの話です。私た

ちが知らない間に、報道もされないままに

こういうことが進められています。 

日本の場合は問題意識がないまま、どん

どんトップダウンで入れられようとしてい

ることに大きな危機感を感じます。（講師

が最重要と指摘された項目を抜粋） 
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こ
こ
数
年
、
特
に
若
者
の
間
で
エ
ナ
ジ
ー
ド
リ
ン
ク
の
人
気
が
高
ま

っ
て
き
て
お
り
、
今
や
ほ
と
ん
ど
の
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
で
販
売

さ
れ
、
様
々
な
種
類
が
見
か
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
疲
れ
た

時
や
運
動
前
な
ど
、
頑
張
り
た
い
時
に
飲
む
と
い
う
方
も
多
い
の
で
は

な
い
で
し
ょ
う
か
。  

含
ま
れ
て
い
る
成
分
や
そ
の
含
有
量
は
商
品
に
よ
っ
て
違
い
ま
す

が
、
ほ
ぼ
共
通
し
て
含
有
さ
れ
て
い
る
物
と
し
て
カ
フ
ェ
イ
ン
、
ア
ル

ギ
ニ
ン
、
ビ
タ
ミ
ン
、
ナ
イ
ア
シ
ン
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
今
回
は

こ
の
う
ち
２
つ
、
カ
フ
ェ
イ
ン
と
ア
ル
ギ
ニ
ン
に
つ
い
て
紹
介
し
た
い

と
思
い
ま
す
。  

ま
ず
、
ア
ル
ギ
ニ
ン
は
ア
ミ
ノ
酸
の
一
種
で
体
内
で
は
加
齢
と
と
も

に
体
内
で
生
成
さ
れ
る
量
が
減
る
う
え
に
、
食
事
か
ら
は
十
分
な
量
を

摂
取
す
る
の
が
難
し
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
、
血
管
を
拡
げ
て

血
流
を
改
善
す
る
一
酸
化
窒
素
と
呼
ば
れ
る
物
質
の
生
産
に
深
く
関
わ

っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
て
い
ま
す
。  

カ
フ
ェ
イ
ン
は
コ
ー
ヒ
ー
等
に
含
ま
れ
る
日
常
的
に
馴
染
み
深
い
成

分
で
、
交
感
神
経
を
優
位
に
す
る
た
め
、
摂
取
に
よ
り
眠
気
覚
ま
し
や

疲
労
感
の
軽
減
が
期
待
さ
れ
ま
す
。
ま
た
、
そ
の
興
奮
作
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か
ら
２
０

０
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年
以
前
の
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
で
は
ド
ー
ピ
ン
グ
の
禁
止
物
質
と
し
て

リ
ス
ト
ア
ッ
プ
さ
れ
て
い
た
事
も
あ
る
ほ
ど
で
、

一
時
的
な
運
動
能
力

の
向
上
に
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わ
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
て
い
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す
。  

エ
ナ
ジ
ー
ド
リ
ン
ク
は
気
分
を
高
揚
さ
せ
た
い
時
な
ど
に
便
利
で
す

が
、
海
外
で
は
カ
フ
ェ
イ
ン
が
大
量
に
入
っ
て
い
る
種
類
の
物
を
短
時

間
に
飲
み
す
ぎ
た
事
に
よ
る
死
亡
事
故
が
起
き
て
い
る
よ
う
で
す
。
ま

た
、
カ
フ
ェ
イ
ン
に
よ
っ
て
一
時
的
に
疲
労
感
を
感
じ
に
く
く
な
っ
て

い
て
も
実
際
に
疲
れ
が
取
れ
て
い
る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
コ
ン
デ

ィ
シ
ョ
ニ
ン
グ
の
妨
げ
に
な
っ
て
し
ま
う
か
も
し
れ
ま
せ
ん
の
で
嗜
好

す
る
場
合
は
、
過
剰
な
摂
取
は
避
け
て
上
手
に
取
り
入
れ
て
い
き
ま
し

ょ
う
。 
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日本通運の労働契約法 18 条違反 

無期転換逃れ、雇止め（解雇）を許すな 
 

非正規雇用労働者を使い捨てる日本通運 

 

 2013 年に改正された労働契約法の 18 条は、

「雇止め」の雇用不安に対して通算５年以上働

いた有期雇用労働者に無期契約への転換権を与

えており、この４月１日以降無期転換権が発生

しました。 

 日本通運は、低賃金で雇用不安な非正規労働

者を大量に採用しているにも係わらず、労働法

さえも無視し、既に 5 年を超えて働いている有

期雇用労働者を無期雇用権の発生する前日の３

月 31 日に雇止め（解雇）を行いました。そして、

今後も５年の雇用期間上限を設け、非正規労働

者を使い捨てにしようとしています。 

 このような労働法の趣旨をねじまげる潜脱行

為は、企業の暴挙です。  

 私たちは、日本通運が非正規労働者使い捨て

の経営を改め、法律を遵守した企業経営をする

ことを求めています。私たちは日本通運がＯさ

んを継続雇用するまで闘い続けます。 

 

 

不当な雇止めを撤回し、継続雇用すること 

 女性労働者であるＯさんは、2010年12月から

派遣労働者として日本通運で働き始めました。

１年半後の 2016 年６月に派遣労働者から日本通

運の直接雇用労働者となりました。 

 その際に日本通運からは「長く働ける職場

だ」と話されほぼ１年ごとの契約更新を７回繰

り返しました。日本通運という大企業であり、

Ｏさんも長く働けるものと期待し、頑張って働

き、子供も自分の扶養にしていました。 

 しかし、突然 2017 年６月に日本通運の上司で

ある課長から、有期雇用労働者全員を無期にし

たら大変だと、Ｏさんに 2018 年３月末で雇止め

が通告されました。 

 寝耳に水で不安になったＯさんは、東京都労

働相談センターに相談し、所属する全日通の役

員にも訴えましたが、良い返事は得られず、そ

の後労働局にも相談しました。日本通運はＯさ

んの雇用継続に対する期待を全く無視し「不更

新条項」を理由に３月 31 日雇止めを強行しまし

た。 

 このような労契法 18 条を脱法した首切りは断

じて許されません。 

（ユニオンﾈｯﾄお互いさま チラシより転載） 
 

 

 

 

Ｏさんの要求 

不当な雇い止めを撤回し、継続雇用すること 

日本通運は労働契約法18条の潜脱行為をやめろ 

無期雇用転換逃れのための雇止め（解雇）を止めろ 

長期に働いてきた非正規雇用労働者を使い捨てにするな 

労働規約法18条違反の「不更新条項」を撤回しろ 

Ｏさんの仕事を奪うな 


